
1 

 

中之作港中之作プレジャーボート用指定泊地指定管理者募集要項 

 

中之作港中之作プレジャーボート用指定泊地の設置目的をより効果的に達成するため、地方自治法

第２４４条の２第３項の規定に基づく指定管理者（管理の業務を行う法人等）を募集します。 

 

1 施設の概要 

名 称 中之作港中之作プレジャーボート用指定泊地 

所 在 地 いわき市 中之作港 

設 置 目 的 
平成１４年にプレジャーボートの停係泊等を認める区域として指定し、プ

レジャーボートの集約化を図るため設置した。 

施 設 概 要 

 (1) プレジャーボート用指定泊地Ａ ２，０００㎡ 

  (2) プレジャーボート用指定泊地Ｂ １，０００㎡ 

  (3) プレジャーボート用指定泊地Ｃ １，２００㎡ 

（計 ４，２００㎡） 

別紙図面の水域 

 

2 指定管理者が行う業務 

(1) 施設の維持管理に関すること 

施設の点検・環境美化に関する業務を行う。 

(2) 使用の許可等に関すること 

福島県港湾管理条例に基づき、使用の許可、許可事項の変更及び許可の取消しに関する業務を

行う。 

(3) プレジャーボートの適正な停泊、停留及び係留の指導に関すること 

ア 利用方法の指導 

イ 気象・海象情報提供 

ウ 技術的助言 

エ 台風等非常時の適正な停係泊指導 

オ 放置艇への撤去指導  

(4) その他知事が必要と認める業務 

ア 漁業者等との調整 

イ 使用料納入通知書の配付 

 

3 業務遂行の基準 

(1) 県民の平等利用の確保 

業務の遂行に当たっては、県民の平等な利用を確保する必要があります。 
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(2) 関係法令の遵守 

業務の遂行に当たっては、次の関係法令を遵守する必要があります。 

ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

イ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号） 

ウ 港則法（昭和２３年法律第１７４号） 

エ 船舶安全法（昭和８年法律第１１号） 

オ 船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和２６年法律第１４９号） 

カ 海上衝突予防法（昭和５２年法律第６２号） 

キ 労働基準法、労働安全衛生法などの労働関係法令 

ク 福島県港湾管理条例（昭和３１年条例第７２号） 

ケ 福島県港湾の管理に関する規則（昭和３２年規則第４号） 

コ 福島県公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年条例第６８号） 

サ 知事が管理する公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する規則（平成１６年規則第７５

号） 

シ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

ス 福島県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第６９号） 

セ 福島県暴力団排除条例（平成２３年条例第５１号） 

ソ その他プレジャーボート用指定泊地の管理業務に関連する法令  

(3) 個人情報等の適切な取扱い 

業務の遂行上知り得た個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識

別され得るものをいう。）その他の情報を適切に取り扱う必要があります。 

(4) 情報の公開 

福島県情報公開条例の趣旨に即して、公の施設の管理に係る情報公開に関する規程を福島県

（以下「県」という。）と協議の上、定めるほか、情報の公開に関し必要な措置を講ずるものと

します。 

(5) 文書管理について 

管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等の分類、保存及び廃棄に関する基準その

他文書等の管理に関する必要な事項を定め、県に報告しなければなりません。この場合、文書の

保存期限等については、県の取扱いに準ずるものとします。 

(6) 業務の一括再委託等の禁止 

業務を一括して他の者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

ただし、業務の一部について、あらかじめ県が認めた場合には、この限りではありません。 

(7) そ の 他 

その他の基準は、「プレジャーボート用指定泊地 指定管理者管理運営仕様書」に定めるとお

りです。 
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4 指定予定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで （５年間） 

 

5 業務遂行に係る経費 

(1) 業務遂行に要する経費に充てるため、県は、指定管理者に委託料を支払います。 

(2) 県が指定管理者に支払う委託料の額は、指定後に締結する協定において、会計年度（４月１日

から翌年３月３１日まで）ごとに予算の範囲内で決定します。 

(3) 令和４年度から令和７年度の委託料の決算額等は次のとおりですので、事業計画、収支計画等

作成の参考としてください。 

委 託 料 

令和４年度 ４９０，６００円 １隻１月当たり 

動力船  ２，０００円 

無動力船 １，０００円 

（消費税及び地方消費税抜き） 

令和５年度 ５４７，８００円 

令和６年度 ６３５，８００円 

令和７年度 ５９４，０００円 

保管隻数 

令和４年度 ２１隻  

令和５年度 ２４隻 

令和６年度 ２５隻 

令和７年度 ２３隻 

※上記決算額等は、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を含みます。 

※保管隻数については、各年度３月末時点での実績を記載。 

 

6 責任の分担 

(1) 責任の分担 

県と指定管理者の責任の分担はおおむね次のとおりとし、詳細については、指定後に締結する

協定（「基本協定」）において定めます。 

 指定管理者 県 

施設の維持管理 ○  

事故・災害等による利用者等への責任 ○(責めに帰す場合) ○ 

事故・災害発生時の業務停止による運営リスク ○(責めに帰す場合) ○ 

包括的管理責任  ○ 

なお、天災、盗難、事故など、指定管理者と県のいずれにも責任がない事由により船舶に損害

が生じた場合は、利用者の自己責任になります。 

(2) 不可抗力により業務の遂行が困難になった場合の措置 

不可抗力など、県及び指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない事由により、業務の

継続が困難になった場合は、事業継続の可否について両者が協議するものとします。 
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(3) 災害発生時の対応 

施設において、災害等緊急事態が発生した場合は、利用者及び近隣住民の安全確保を最優先と

し、被害、損害を最小限に抑えるため、事前に危機管理マニュアルを作成し、日常的に避難誘導

訓練等を行ってください。 

また、災害発生時において公の施設は、市町村の地域防災計画に位置付けられていない場合で

も避難所としての対応や、ボランティアの活動拠点、物資集配拠点等として極めて重要な役割を

担うことが想定されるため、開設準備等の初動対応を含め対応を求める可能性があります。 

 

7 申請の資格 

(1) 福島県内に本店又は支店・営業所・事業所等（支店・営業所・事業所等については、契約権限

があるものに限る。）を有する法人その他の団体（以下「法人等」という。）であって、次に示

す要件のいずれにも該当しない法人等とします（法人格の有無は問いませんが、個人での応募は

できません。）。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当すること。 

イ 県が行う工事若しくは製造の請負、庁舎等維持管理業務の委託、物品の買入れ又は修繕の契

約の入札について、指名停止措置を受けていること。 

ウ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、県又は他の地方公共団体から指定管理者

の指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しないこと。 

エ 県税（ただし、県民税、事業税及び自動車税に限る。）、消費税等（以下「県税等」とい

う。）を滞納していること。 

オ 会社更生法又は民事再生法に基づく手続きを行っていること。 

カ 法人等又はその役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す

る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営又は運営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。）が次に掲げる事項に該当すること。 

(ｱ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第

２条第２号に規定する団体をいう。以下同じ。） 

(ｲ) 役員等に暴力団員等（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった

日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）が就任していること。 

(ｳ) 暴力団員等が法人等の事業活動を支配していること。 

(ｴ) 暴力団の威力を法人等の活動に利用していること。 

(ｵ) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

ると認められるとき。 

(ｶ) 役員等が、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与している団体等に対して、

資金等を供給し、又は便宜を供与する等積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与して

いること。 
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(ｷ) 法人等が暴力団員等を雇用していること。 

(ｸ) 役員等が暴力団員等と密接な交際をするなど、社会的に非難されるべき関係を有している

こと。 

キ 役員等のうち、次に該当するものがある者 

(ｱ) 破産者で復権を得ないこと。 

(ｲ) 拘禁刑以上の刑に処され、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から２

年を経過しないこと。 

(2) 複数の法人等で構成されたグループ（以下「グループ」という。）による申請の場合には、グ

ループの名称、代表となる法人等などを規定した規約等を策定するものとします。 

なお、グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請を行うことはでき

ません。 

 

8 申請の方法 

(1) 募集要項の配布 

配 布 期 間 

期 間：令和８年８月４日（火）から９月４日（金）まで 

時 間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

配 布 場 所 

福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

福島県土木部港湾課 電話番号０２４－５２１－７４９７ 

メールアドレス：kouwan@pref.fukushima.lg.jp 

配 布 方 法 
福島県土木部港湾課で配布します。 

※県の港湾課ホームページからもダウンロードできます。 

(2) 募集説明会の開催 

開 催 日 時 令和８年８月２０日（木）午後３時から午後４時まで 

開 催 場 所  Web会議アプリケーション「Zoom」による会議 

留 意 事 項 

参加申込書（別紙様式６）は港湾課あて、令和８年８月１７日（月）午後

５時まで持参、郵送（簡易書留で必着）、ＦＡＸ又は電子メールで申込みし

てください。 

宛 先：福島県土木部港湾課 

住所：福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

メールアドレス：kouwan@pref.fukushima.lg.jp 

ＦＡＸ番号：０２４－５２１－７７１６ 

※申込の際は、番号誤り等による未達を予防するため、送付後にお電話に

てご連絡ください。 

(3) 質問事項の受付等 

 

mailto:kouwan@pref.fukushima.lg.jp
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受 付 期 間 

期 間：令和８年８月４日（火）から８月２７日（木）まで 

時 間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

受 付 方 法 

募集に関する質問書（別紙様式７）は、郵送（簡易書留で必着）、ＦＡＸ

又は電子メールで受け付けます。 

宛 先：福島県土木部港湾課 

住所：福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

メールアドレス：kouwan@pref.fukushima.lg.jp 

ＦＡＸ番号：０２４－５２１－７７１６ 

回 答 方 法 質問に対する回答は、県の港湾課ホームページに掲載します。 

(4) 申請の受付 

受 付 期 間 

期 間：令和８年８月４日（火）から９月４日（金）まで 

時 間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 
 

提 出 書 類 申請に当たっては、以下の書類を県（港湾課）に提出していただきます。 

グループによる申請の場合には、ウからコまでについては、構成員ごとに

提出していただきます。 

なお、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがありま

す。 

ア 指定管理者指定申請書（別紙様式１） 

（知事が管理する公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する規則〈平

成１６年福島県規則 第７５号〉様式第１号） 

イ 中之作港中之作プレジャーボート用指定泊地事業計画書（別紙様式２）

及び収支予算書（別紙様式３） 

ウ 定款又はその他の基本約款を記載した書類 

エ 法人にあっては、登記事項証明書並びに役員の氏名、生年月日及び住所

を記載した書類 

オ 法人でない団体にあっては、役員の氏名、生年月日及び住所を記載した

書類並びに代表者の住民票 

カ 申請の日の属する事業年度の開始日の直前３年の各事業年度における貸

借対照表、損益計算書その他の団体の財務の状況を明らかにすることがで

きる書類 

キ 申請の日の属する事業年度の開始日の直前３年の各事業年度における事

業報告書その他の団体の業務の内容を明らかにすることができる書類 

ク 県税等の滞納がないことの証明書 

※ 本県の県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を

有する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の当該都道府県

税）について未納がないことの証明書 

ケ 前記７(1)に掲げる欠格条項ア、イ、ウ、エ、オ、カ、キに該当しない

ことの宣誓書（別紙様式４） 

コ 該当がない書類がある場合には、その旨の申立書（別紙様式５） 

なお、上記エ、オ及びクについては、申請日前３か月以内に交付等され

たものとします。 

mailto:kouwan@pref.fukushima.lg.jp
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提 出 部 数 ２部（正本１部、副本１部） 

受 付 場 所 
福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

福島県土木部港湾課    電話０２４－５２１－７４９７ 

受 付 方 法 

港湾課に持参又は郵送（簡易書留で必着）で申込みしてください。 

宛 先：福島県土木部港湾課 

住所：福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

 

9 候補団体選定の方法 

指定管理者候補団体については、「土木部指定管理者選定検討会（河川港湾）」による第１次審

査（書類審査）及び第２次審査（ヒアリング〔又は「プレゼンテーション」など〕）により選定の

上決定します。 

なお、決定後には、申請状況、審査内容等の概要を公表します。 

(1) 土木部指定管理者選定検討会（河川港湾）による「第１次審査（書類審査）」 

ア 提出書類に基づき審査を行います。 

イ 申請者多数の場合には、第２次審査の対象として、５法人等程度を選定します。 

ウ 第１次審査の結果は、全申請者あてに、令和８年９月下旬までに通知する予定です。 

(2) 土木部指定管理者選定検討会（河川港湾）による「第２次審査（ヒアリング〔又は「プレゼン

テーション」など〕）」 

ア 第１次審査を通過した申請者を対象に実施し、指定管理者候補団体として１法人等を選定し

ます。 

イ 実施の方法については、第１次審査を通過した申請者あてに、第１次審査の結果と併せて通

知します。 

(3) 選定の基準等 

選定に当たっての基準等は次のとおりであり、土木部指定管理者選定検討会（河川港湾）によ

る審査において、各委員が審査した評点の合計が最も高い申請者を指定管理者候補団体として選

定します。 

選定基準 審 査 項 目 配 点 

１ 基本的事項 

・県民の平等な利用を確保するこ

とができるものであること。 

・関係法令を遵守するものである

こと。 

① 施設維持管理の基本的な取組・方針 

② 施設運営の基本的な取組・方針（県民の

平等な利用の確保、関係法令の遵守を含

む。） 

③ 使用受付・使用許可の審査及び考え方 

１５ 

２ 施設の効用の発揮 

・当該公の施設の効用を最大限発

揮させること。 

① 利用方法の指導 

② 緊急時の危機管理の対応 

③ 放置艇への指導 

３０ 
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３ 経費の縮減 

・経費の縮減（効果的なコスト削

減）が図られるものであるこ

と。 

① 経費縮減に対する考え方 

② 収支予算書 

 

１０ 

４ 能  力 

・事業計画書に沿った管理を安定

して行う能力を有しているもの

であること。 

① 点  検 

② 環境美化 

③ 人員体制 

 

１５ 

５ 個人情報保護 

・業務の遂行上知り得た個人情報

その他の情報を漏らし、又は不

当な目的に使用しない体制が整

備されているものであること。 

① 個人情報保護に関する体制について 

② 個人情報の管理について 

 

 

 

１０ 

６ そ の 他 

 

 

① 漁業者等との調整方法 

② トラブルが発生した場合の処理方法 

③ その他提案 

２０ 

(4) 指定管理者候補団体の決定 

ア 土木部指定管理者選定検討会（河川港湾）による選定結果を踏まえ、指定管理者候補団体を

決定します。 

イ 決定結果については、令和８年１２月中旬に通知する予定です。 

 

10 選定後のスケジュール 

(1) 指定管理者の指定 

指定管理者候補団体については、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、令和８年

１２月に開催される県議会における議決を経て、指定管理者として指定を行う予定です。 

(2) 協定の締結 

ア 協定の種類 

(1)の議決後又は指定後に、県と指定管理者との間で損害が生じた場合の賠償の考え方、情

報公開への対応等の指定期間全体に係る基本的事項を定める「基本協定」及び会計年度ごとに

事業の実施、委託料等の細目的事項を定める「年度協定」の締結を行う予定です。 

なお、必要に応じて、「仮協定」を締結することがあります。 

イ 協定の内容 

協定の主な内容は、次の事項を予定しています。 

協定の具体的内容については、県と指定管理者が協議の上、定めることとします。 

(ｱ) 基本協定 

a 業務に関する基本的な事項 

b 緊急時の管理・責任分担に関する事項 

c 県が支払うべき管理経費に関する基本的な事項 
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d 管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項 

e 事業報告・業務報告に関する事項 

f 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

g 指定期間に関する事項 

h 損害賠償及び不可抗力に関する事項 

i そ の 他 

(ｲ) 年度協定 

a 当該年度の業務内容に関する事項 

b 当該年度に県が支払うべき管理経費に関する事項 

c 当該年度の目標に関する事項 

d その他 

(3) 協定を締結できない場合 

指定管理者が、協定締結までに次に掲げる事項に該当する場合は、その指定を取り消し、協定

を締結しないことがあります。 

ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

イ 財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき。 

ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

 

11 事前準備 

指定管理者は、指定期間の開始に先立ち、管理業務に係る人材の確保、利用料金の額の決定等必

要な準備を行わなければなりません。 

また、指定管理者は、指定期間の開始に先立ち、県に対して管理物件の視察等必要な申出を行う

ことができるものとします。 

 

12 事業報告 

指定管理者は、毎年度終了後、事業報告書を提出するものとします。 

また、協定書の規定に基づき、その他各種の報告書等を提出するものとします。 

 

13 管理業務の評価 

(1) 県が行う評価 

県は、施設の適正な管理の確保と利用者サービスの向上を図るため、指定管理者が行う管理運

営実績（利用状況、収支状況、計画達成度等）を評価します。 

なお、指定管理期間の中間年度には、県の評価等について外部有識者から意見を聴取する外部

評価を実施します。 
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(2) 利用者アンケートの実施 

指定管理者は、施設の利用者の声を把握するため、必要に応じて利用者アンケートを実施する

ものとします。 

 

14 調査等の実施 

県は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、施設管理が適正かどうかを確認するた

め、指定管理者に対して、管理の業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、又は

必要な指示を行います。 

     

15 障がい者の雇用 

指定管理者は、障がい者の雇用を促進する観点から、その雇用に努めるものとします。 

 

16 指定の取消し 

次の事項に該当する場合には、指定を取り消すことなどがあります。 

(1) 指定の取消し又は業務の停止 

次の場合、県は指定管理者に対して必要な指示を行い、期間を定めて改善策の提出、実施等を

求めることがあります。この場合において、指定管理者がその期間内に改善することができなか

ったとき等には、県は、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定管理者の指定

を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができます。 

ア 指定後に締結する協定（「基本協定」及び「年度協定」）の事項に違反したと認められる場

合 

イ 指定管理者から業務の継続が困難となった旨の報告等があった場合 

(2) 指定の取消し 

指定管理者が次の事項に該当する場合には、県は、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定

に基づき、その指定を取り消すことができます。 

ア 解散した場合 

イ 県の指示に従わないと認められる場合 

ウ 経営状況の悪化等により、前記２の業務を適切に遂行できないおそれがあると認められる場

合 

エ 正当な理由なくして指定後に締結する協定（「基本協定」及び「年度協定」）の締結に応じ

ない場合 

オ 役員等が暴力団員である場合、又は実質的に暴力団が経営に関与していると認められる等社

会的信用を損なう状態や行為等を確認した場合 

カ その他、指定管理者としてふさわしくないと認められる場合 
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17 そ の 他 

(1) 申請及びヒアリングに要する経費等は、申請者の負担とします。 

(2) 提出された書類は、返却しません。 

(3) 提出された書類の内容は、変更することはできません。（軽微な修正は除く。） 

(4) 申請受付後に辞退する場合には、書面にて提出してください。 

(5) 提出された書類の著作権は、それぞれの申請者に帰属します。 

ただし、県は、必要に応じ、審査等のため複写するとともに、指定管理者候補団体決定後の公

表等において全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

(6) 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

(7) 提出された書類が次の事項に該当する場合は、申請が無効となることがあります。 

      なお、無効となった場合には、申請者に、理由を付して通知します。 

ア 異なる申請書を複数提出した場合 

イ 申請方法を遵守せずに提出した場合 

ウ 様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合しない場合 

エ 記載すべき内容の全部又は一部が記載されていない場合 

オ 虚偽の内容が記載されている場合 

カ その他不正な行為があった場合 

(8) 指定管理者は、法人税、消費税、事業所税等の納税義務を負う場合があるため、所管税務署等

の関係機関に、納税について確認する必要があります。 

 

18 問い合わせ先 

福島市杉妻町２番１６号 福島県庁本庁舎４階 

福島県 土木部 港湾課 

電 話 ０２４（５２１）７４９７ 

ＦＡＸ ０２４（５２１）７７１６ 

メールアドレス：kouwan@pref.fukushima.lg.jp 
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